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2026年７月 16日 

各 位 

会 社 名 ヒトトヒトホールディングス株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長兼グループ CEO 松 本  哲 裕 

（コード番号：549A 東証スタンダード市場） 

問 合 せ 先 取締役兼グループ CFO 八 木  由 治 

（TEL. 03-5410-3055） 

 

株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年７月 16 日開催の取締役会において、ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社の株式

を取得し子会社化することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式取得の理由 

ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社は、警備業等の人材サービス事業を営むＳＰＤ株式会社

を 100％子会社として保有しております。ＳＰＤ株式会社は埼玉県を中心に北関東エリアに

おいてオフィスや商業施設、スポーツ関連施設の警備等を受託しており、直近３年間の受託

物件数と売上高はともに増加しております。 

当社の M&A の方針については、2026 年５月 13 日に当社ウェブサイトで公表の『2026 年 3

月期通期決算説明資料』27ページに記載のとおり、「① 既存事業の補完」「② サービス種

別拡大」「③ 事業エリア拡大」のいずれかの目的に資すること、というものです。このうち

本株式取得は主に①に合致するものですが、②、③についても以下の効果が期待できるもの

と考えております。 

① 既存事業の補完 

ＳＰＤ株式会社は、常駐警備等を主として売上の季節変動が少なく、顧客との契約継続率

は９割を超えるなど安定した収益基盤を有しております。また当社グループとの顧客の重複

も少なく、更なる収益安定化と新規顧客獲得の両面で当社グループの事業を補完する存在に

なるものと考えております。 

またＳＰＤ株式会社は３千人超の人材プールを有しており、当社グループが有する１万２

千人超の人材プールと融合させ顧客の繁閑に応じて提供することで、グループ全体の人材稼

働率向上による収益拡大も見込まれると考えております。 

② サービス種別拡大 

ＳＰＤ株式会社のサービスは警備業務が大半であり、スポーツイベント等の警備以外のス

タッフ人材（整理員や清掃員等）業務や事務スタッフの人材派遣業などは殆ど行っておりま
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せん。そこで当社グループの人材プールに加えてイベントマネジメントや人材派遣業のノウ

ハウを提供することにより、スポーツイベント等でのサービス領域拡大や新たな顧客獲得が

見込まれると考えております。 

③ 事業エリア拡大 

ＳＰＤ株式会社は本社所在地の埼玉県のほか、群馬県、栃木県、東京都、神奈川県、大阪

府に拠点を有し顧客網を広げています。このうち埼玉県、群馬県、栃木県については当社グ

ループの事業拠点が無く既存顧客もほとんどいない地域でした。それら地域の営業拠点や顧

客網を獲得することで事業エリアが拡大するとともに、関東全域において当社グループのプ

レゼンスが高まり、顧客獲得の機会も更に増加するものと考えております。 

これら３つの目的に資することから、当社グループの成長につながる貴重な機会と捉え、

本株式取得を決定したものであります。 

 

２． 異動する子会社の概要 

当社が株式を取得するのはＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社ですが、その 100％子会社で

あるＳＰＤ株式会社も当社の連結子会社となるため、両社の概要を記載いたします。 

【ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社】 

（１）商 号 ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社 

（２）本店所在地 東京都渋谷区 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 樋口 長英 

（４）事 業 内 容 警備業を営む子会社を保有する持株会社 

（５）資本金の額 １百万円 

（６）設立年月日 2018年 12月 12日 

（７）大株主及び持株比率 
樋口 長英   76.5％ 

他 個人４名  23.5％ 

（８）上場会社と当該会社 

との関係等 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への 

該 当 状 況 

該当事項はありません。 

 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（注） 

 2024年２月期 2025年２月期 2026年２月期 

純 資 産（千円） 245,836 243,980 237,760 

総 資 産（千円） 414,794 412,777 412,943 

1株あたり純資産 321,355円 29銭 318,928円 99銭 310,798円 44銭 

売 上 高（千円） 294,744 263,529 287,779 

営 業 損 益（千円） 75,172 ▲442 ▲5,026 

経 常 損 益（千円） 73,707 ▲1,406 ▲5,278 

当期純損益（千円） 73,229 ▲1,856 ▲5,795 

1株あたり当期純損益 95,724円 44銭 ▲2,426円 37銭 ▲7,575円 39銭 

1株あたり配当金 ― ― ― 
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【ＳＰＤ株式会社】 

（１）商 号 ＳＰＤ株式会社 

（２）本店所在地 埼玉県さいたま市浦和区 

（３）代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 樋口 長英 

代表取締役社長 高橋 慶彦 

（４）事 業 内 容 警備業を主体とする人材サービス業 

（５）資本金の額 80百万円 

（６）設立年月日 1971年１月６日 

（７）大株主及び持株比率 ＳＰＤ＆Ｃｏｍｐａｎｙ株式会社 100％ 

（８）上場会社と当該会社 

との関係等 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者への 

該 当 状 況 

該当事項はありません。 

 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（注） 

 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 

純 資 産（千円） 606,438 647,342 789,079 

総 資 産（千円） 2,173,561 2,004,972 2,218,299 

1株あたり純資産 5,848円 00銭 6,242円 45銭 7,609円 25銭 

売 上 高（千円） 7,380,812 7,570,275 8,323,055 

営 業 損 益（千円） ▲44,215 50,756 157,495 

経 常 損 益（千円） ▲47,030 53,672 156,284 

当期純損益（千円） ▲40,792 40,904 141,736 

1株あたり当期純損益 ▲393円 37銭 394円 44銭 1,366円 79銭 

1株あたり配当金 964円 32銭 ― ― 

（注）上記２社の経営成績及び財政状態の数値は、当社が採用する国際会計基準とは異なる

会計基準の数値であり、また株式取得後に退任予定の役員の報酬や削減見込の費用等

が含まれております。 

第三者の会計専門家による決算書等の DD分析に基づく調整後利益については、本日公

表の「補足説明資料」をご参照ください。 

 

３． 株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 樋口 長英 

（２）住 所 宮城県仙台市青葉区 

（３）上場会社と当該個人 

の関係等 

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係、及び取引関係

はありません。 

 

（１）氏 名 
他 個人４名は、株式取得の相手先との守秘義務契約及び相

手先からの意向により非公表としております。 

（２）住 所 
株式取得の相手先との守秘義務契約及び相手先からの意向

により非公表としております。 

（３）上場会社と当該個人 

   の関係等 

当社との間に記載すべき資本関係、人的関係、及び取引関係

はありません。 
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４． 取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 ０株（所有割合   0.0％）（議決権の数 ０個） 

（２）取 得 株 式 数 750株（議決権の数 750個） 

（３）取 得 価 額 

株式取得額      3,030百万円 

アドバイザリー費用等   130百万円 
 

合 計        3,160百万円  

（４）異動後の所有株式数 750株（所有割合 100.0％）（議決権の数 750個） 

 

５． 日程 

（１）取締役会決議日 2026年７月 16日 

（２）契 約 締 結 日 2026年７月 16日 

（３）株 式 譲 渡 日 2026年７月 31日（予定） 

 

６． 今後の見通し 

本株式取得（子会社化）に伴う当社の 2027年３月期の連結業績への影響については精査中

ですが、今後公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

７． その他 

本株式取得（子会社化）においては、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」

第 10条第２項及び同条第８項の規定に基づき、2026年６月 29日に公正取引委員会へ『株式

取得に関する計画届出書』及び『禁止期間の短縮についての申出』を提出し、2026年７月 14

日に同委員会より『排除措置命令を行わない旨の通知書』及び『禁止期間の短縮の通知書』

を受領しております。よって本株式取得（子会社化）に関する法令上の制約事項はございま

せん。 

以上 


